
 

 

 

 

令和５年度 

地域インフラ群再生戦略マネジメント モデル地域 

募集要領 

 

 

 

 

（応募受付期間） 

令和５年９月６日(水) ～１０月５日(木) １７：００必着 

（応募申請先、事前相談及び問合せ先） 

〒100-8918 

東京都千代田区霞が関2-1-3中央合同庁舎３号館３階 

国土交通省総合政策局公共事業企画調整課 原田、中村 

TEL：03-5253-8111（内線24543,24544） 

電子メール：hqt-infra_mainte@ki.mlit.go.jp 

 

 

令和５年９月 

国土交通省総合政策局 

 

別紙１ 
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１．背景・目的 

令和4年12月、社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会において、これ

まで10年間の取組のレビューを行い、今後のメンテナンスのあり方に関する提言として『総

力戦で取り組むべき次世代の「地域インフラ群再生戦略マネジメント」～インフラメンテナ

ンス第２フェーズへ～』がとりまとめられました。提言においては、市区町村における財政

面・体制面の課題等を踏まえ、「地域インフラ群再生戦略マネジメント(以降、群マネ)」を

進めていくことが示されています。 

国土交通省としては、地方公共団体において群マネの取組を展開していくため、この度、

モデルケースとなる地方公共団体（以降、群マネモデル地域）を募り、検討会の有識者から

助言を頂きながら、群マネの計画策定や実施に関する必要な調査・検討・資料作成等を支援

します。 

 

２．支援の仕組み 

２．１ 支援対象 

群マネ（都道府県や複数の市区町村等の広域的な連携または多分野の連携によるインフラ

マネジメント(注)）の計画策定・実施に関する検討を行う意向のある地方公共団体 

(注) ・「広域的な連携」もしくは「多分野の連携」のいずれかについて、計画策定・実施

に関する検討を行う意向があれば応募可能 

・「広域的な連携」については今後、都道府県や複数の市区町村等の広域的な連携に

向けた検討を行う意向があれば単独の地方公共団体であっても応募可能 

・都道府県が主体となって応募することも可能 
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２．２ 支援内容 

地方公共団体が、導入検討に当たり必要となる調査・検討等について、「地域インフラ群

再生戦略マネジメント計画策定手法検討会（以降、群マネ計画検討会）」及び「地域インフ

ラ群再生戦略マネジメント実施手法検討会（以降、群マネ実施検討会）」において有識者か

ら助言を頂きながら、群マネの検討に際して必要な調査・検討・資料作成等を支援します。

具体的には、次のような支援内容を想定しています。 

 

 地方公共団体が実施する業務 本事業による支援内容例 

計
画
策
定
支
援 

・エリアの状況・将来予測・課題の整理 

・インフラ群の現状把握・課題の整理 

・インフラ等各種データ整理（現状、将来） 

・課題整理の支援 等 

・群マネの考え方（広域連携・多分野連携の観

点）を踏まえた当面のインフラの措置（点検、

維持、補修・修繕、集約・再編、新設等）の基

本的な方向性 

・類似の取組事例（維持管理、更新等）の収集 

・課題と対応方針の整理の支援 等 

・群マネの実施方針の整理 

 -地域における維持管理等業務の状況、見通し 

 -具体的な業務の実施方針 

・業務実施に向けた効果の概算整理 

・具体的な業務内容の整理支援 等 

実
施
支
援 

・包括委託等の業務の実施に向けた事業範囲・

内容の設定（発注範囲、管理水準） 

・事業スキームの検討 

（事業範囲、実施体制、契約期間） 

・地域内でのリスク分担検討 

・要求水準の設定・地域間調整 等 

・マーケットサウンディング 
・サウンディング手法の提案・実施支援 

・サウンディング用資料の作成支援 等 

・関係者との調整（国や地方公共団体、都道府

県の外郭団体等） 
・調整における資料の作成支援 等 

・発注図書の準備 
・発注図書の素案作成 

・業者選定方法の提案 等 

 

２．３ 支援期間 

応募締め切り後、１～２カ月程度で支援先を決定し、計画策定検討会及び実施検討会での

検討支援を開始予定です。支援期間は１～２年程度を想定していますが、必要に応じて延長

する可能性もあります。 

 

２．４ 支援要件 

支援に当たっては、以下の要件を満たしていただく必要があります。 

 国土交通省において検討内容及び検討結果を公表することに同意すること 

 国土交通省と連携・協力して主体的に調査・検討を進めること 

 ３．２の応募申請書及び参考資料や、包括的民間委託や広域的な連携による業務などに関

する既往の検討資料等があれば、計画策定検討会及び実施検討会の資料作成・会議運営補

助業務の受注者へ共有することに同意すること 

 支援終了後に、国土交通省による進捗状況に関する調査等に協力すること 
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３．応募申請について 

３．１ 応募主体 

群マネ（都道府県や複数の市区町村等の広域的な連携及び多分野の連携によるインフラマ

ネジメント(注)）の計画策定・実施に関する検討を行う意向のある地方公共団体 

(注) ・「広域的な連携」もしくは「多分野の連携」のいずれかについて、計画策定・実施

に関する検討を行う意向があれば応募可能 

・「広域的な連携」については今後、都道府県や複数の市区町村等の広域的な連携に

向けた検討を行う意向があれば単独の地方公共団体であっても応募可能 

・都道府県が主体となって応募することも可能 

 

３．２ 応募申請書 

別紙２の応募様式に必要事項を記入の上、参考資料などがある場合はそれも含めて、電子

メールにてご提出ください。なお、ご提出いただいた後、問合せをさせていただく場合がご

ざいますので、ご留意ください。また、ご提出いただいた資料は、そのままもしくは一部加

工して国土交通省HPで公表する可能性があります。非公表が望ましい場合は個別にご相談く

ださい。 

 

３．３ 応募受付期間 

令和５年９月６日(水) ～１０月５日(木) １７：００必着 

 

３．４ 提出及び事前相談先 

〒100-8918 

東京都千代田区霞が関2-1-3中央合同庁舎３号館３階 

国土交通省総合政策局公共事業企画調整課 原田、中村 

TEL：03-5253-8111（内線24543,24544） 

電子メール：hqt-infra_mainte@ki.mlit.go.jp  

 

３．５ 選定方法 

支援対象となる群マネモデル地域は、応募様式と応募者へのヒアリング実施等をもとに、

庁内における政策方針・合意形成の状況、検討課題の多様性・汎用性等を総合的に勘案の

上、計画策定検討会及び実施検討会での議論を踏まえ、３～５程度の群マネモデル地域を選

定させていただきます。 

なお、評価にあたって重視する事項は次の通りです。 

・都道府県や複数の市区町村等の広域的な連携の実現性が高い場合 

・構成員となる地方公共団体においてインフラメンテナンスで工夫した取組事例がある場合 

（特に、包括的民間委託の取組事例がある場合、より重視される） 
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